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《論文要旨》
　本稿では，はじめに，執筆の動機が以下のような筆者の関心にあることを述べる。
第1に，環境経済学を内包したA．C．ピグーの『厚生経済学』とほぼ同時期に著さ
れた『戦争の政治経済学』との相互連関の解明，第2に，後者の内容それ自体の検
討，第3に現代における戦争・環境・貧困の各問題に関する統合的認識，これらの
必要性である。次に，以上を課題として論を進あ，論点として，ピグーは，（1）なぜ
戦争（第一次世界大戦）に関して政治経済学的な接近方法を採用しているのか，②
戦争の経済的原因をいかなるものとして把握しているのか，そして，（3）戦時経済体
制から平時経済体制への復帰を可逆的なものとみなしているか否か，これらを抽出
して検討を加える。さらに，第二次世界大戦後，ピグーの問題意識を継承する次世
代の経済学者による代表的な「戦争と経済」論さらには「貧困」をあぐる言説とし
て，まず，∫．K．ガルブレイスの戦争経済の運営体験を踏まえた軍産複合体批判と
J．ロビンソンの「雇用の質」の観点に立った軍事ケインズ主義批判を含む「経済理
論の第2の危機」論を取り上げる。そして最後に，ガルブレイスの制度主義的な一
連の戦争・環境・貧困をめぐる言説を踏まえて，そこから現代における環境経済学
の展開方法への示唆を読み取ろうと試みる。
キーワード　戦争，環境，貧困，政治経済学，戦時経済，軍産複合体，軍事ケイン
　　　　　　ズ主義，制度主義
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はじめに
　本稿の執筆をうながした主要な動機は，以下である（’）。第1の動機は，端
緒的な環境経済論を含む，A．C．ピグーの『厚生経済学（1920）』は，第一次
世界大戦直後に出版され，さらに一年遅れて，彼の『戦争の政治経済学
（1921）』が出版されていること，とりわけ，後者がほとんど研究対象とされ
ていないことにある。そのため，両著書の相互関係について，素朴な疑問を
抱いたことが挙げられる。前著書の主要な目的は，国民の福祉水準（環境の
質を含む）の向上および低減阻止をめざす政策群の提示にあったといえる。
他方，後著書の主要な目的は，戦争による物的・人的な経済損失の軽減およ
び回避に資する施策群を，時局に即して，提示することにあったといえる。
しかしながら，一読後，表面的にも内容的にも，両著書の重なり合うところ
が極めて少ないことに驚く。一体どのような経緯で両著書は出版されたのか
を明らかにしたい。とりわけピグーは，個人として，そしてまた経済学者と
して，戦争にどのように対処したのか，そして，それが両著書にどのように
影響しているのかについて，考察したい。そのため，本稿第1章では，両著
書の成立の経緯について，前著書における環境経済学の萌芽的な形成過程を
も視野に入れつつ，まとめてみる。
　第2の動機は，ピグーが『厚生経済学』で提示した，環境破壊の事例群を
包摂する理論的な枠組みを用いれば，戦争による物的および人的な損失をも
理論的に把握する拡大解釈が可能であると思われたことにある。確かに，ピ
グーは同著書において，「ある人物Aが，第二の人物Bにある有償のサービ
スを行うことに伴い，付随的に，第三者（人物Aと同様のサービスの提供
者を除く）に対し負のサービス（disservice）を提供してしまう事態」の主
要な事例として環境破壊を位置づけている（Pigou，1920，　p．183を参照）。
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この定義を強いて適用すれば，戦争とは，「ある国の戦闘員が当該国家への
有償のサービス（敵国戦闘員の殺傷や敵国領土の奪取）を提供することに付
随して，敵国非戦闘員（場合によっては自国非戦闘員をも含む）に対し負の
サービスつまり殺傷を提供する事態である」とも解釈できる。しかしながら，
ピグーはこのような適用を『戦争の政治経済学』では行っていない。また，
戦争が環境破壊を必然的に伴うことを明言してもいない。ここには両著書に
おける非連続性あるいは根本的な異次元性が示唆されている。それは，前著
書が日常世界つまり一般的な市場経済過程を，後著書が非日常世界つまり特
殊な国家主導の経済過程を，扱っていることによる。本稿第2章では，『戦
争の政治経済学』の構成と概要を整理することで，まず，前著書『厚生経済
学』における「経済学（Economics）」という用語と後著書『戦争の政治経
済学』における「政治経済学（Political　Economy）」という用語との，異
同の含意を検討する。次に，ピグーにおける近代の戦争原因の把握を検討す
る。そして，ピグーの考えにおいて，戦争経済は，戦後，可逆的に平時経済
に復帰可能であり，そこで採用される何らかの新たな施策によって，戦争経
済への再突入が抑止しうると見なされていたが，この点について検討する。
　第3の動機は，現代において，改めて国際的規模で，戦争と環境の接点の
問題を再検討する必要があるとの認識に発している。近年わが国においても，
家計および中小企業における環境問題の解決を財政的に支援する目的で，エ
コ・バンク（環境保全活動向けの融資に限定して預金を募る協同組合形態の
小銀行）が設立され，普及しつつある。その中の先進的組織（未来バンク事
業組合）の代表者が2006年，戦争と環境問題の接点を問うパンフレットを
出版した（田中，2006）。そこでは，地球温暖化の主要因とみなされている
二酸化炭素の排出についてみれば，軍事行為に起因するものが世界全体の数
パーセント（世界6位のドイツの排出量を上回る水準）を占めるとの試算
（2003年3月末のデータに基づく）が示された。また，こうした軍事行為を
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主に中東で展開しているアメリカの国債を，わが国の金融システムが最も大
量に買い支えている事態，つまり国民の預貯金が，戦費に還流している事態
が告発されている。
　ピグーにおいて，戦争と環境および貧困の問題は，三者が十分に統合され
ないままではあれ，ほぼ同時に経済学的な認識の射程に収められた。しかし
ながら，ピグー以降，戦争と環境および貧困をめぐる経済学的な言説はどの
ように展開されてきたのだろうか。以下では，こうした課題を，ピグーの次
世代を代表する二人のケインジアンが担ったと見なしている。すなわち，第
3章では，J．K．ガルブレイスの軍産複合体批判とJ、ロビンソンの「経済理
論の第2の危機」論における軍事ケインズ主義批判，さらには環境破壊と貧
困問題への正統派経済学の対応不能に対する批判を，ピグー的な問題意識の
継承とみなして検討する。
　そして最後に，間歌的な戦争の勃発と環境破壊の深刻化，そして両者によ
り一層深まる途上国の貧困問題に対して，ガルブレイスの用語を借りれば，
ある種の「拮抗力（countervailing　power）」として，抑止的に機能しうる
諸勢力が，国際規模の非政府組織や先進諸国のグリーン・コンシューマー
（緑の消費者）やエコ・テクノストラクチャー（環境保全志向の経営参画者
層）といった形態で台頭しつつあるのではないか，と見なす仮説を提起して
論を結ぶ。
1．『戦争の政治経済学』と『厚生経済学』および萌芽的な
　環境経済学の成立事情
1－1　第一次世界大戦前および戦中
　ピグーは，1904年にケンブリッジ大学の講師となり，1908年には若干30
歳で，A．マーシャルの後任として同大学経済学教授に就任した。次頁の表1
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表1第一次世界大戦前後のピグーと彼の周辺状況
西暦
?????
1912
1913
1914
1915
1916
1919
1920
1921
1923
1924
1928
1932
???」??
??????
ピグーの状況
・ピグー，マーシャルの後任のケンブ
　リッジ大学経済学教授就任
・「富と厚生』を出版
・『失業」を出版
・共著『住宅についての講義』出版
・12月のクリスマス休暇にフランス北
部で赤十字救援隊に参加
・『ネイション』紙に「連合軍の講和
条件の提示に関する一提言」を投稿
・イスター休暇と6月休暇にベルギー
で赤十字救援隊に参加
・『戦争の経済と財政』を出版
・ケンブリッジ大学，経済学部特別委
員会，ピグーの兵役免除申請を決議
（後に正式免除）
・『厚生経済学』を出版
・『戦争の政治経済学』を出版
・『応用経済論集』を出版
・『公財政論』を出版
・『失業の理論』を出版
・『定常状態の経済学』を出版
・「実践経済学』を出版
・最初の邦訳「戦争経済学』（訳者は
高橋清三郎）出版される
彼の周辺状況
・ホブソン『帝国主義論』出版
・マーシャルの最初期の弟子，フォク
スウェルは教授選考に落選
・第一次世界大戦勃発
・ケインズ『エコノミック・ジャーナ
ル』に「戦争と財政システム」を発表
・保守系全国紙でピグー批判が展開さ
れる
・レー．ニン『帝国主義論』出版
・英国41歳以下男子への兵役法成立
・「モーニング・ポスト』紙でマクラ
ウドはピグーの経済厚生重視が戦争
の遂行を阻害と批判，その根拠とし
てケンブリッジの経済史家カニンガ
ムのピグー批判をあげ，カニンガム
も同調，ピグーは大学に「不可欠」
ではないと主張。（フォクスウェル
公認の策謀）
・ケインズ，パリ講和会議に主席し，
過酷な対独賠償に反対し辞任
・『講和の経済的帰結』緊急出版
・ケインズ「確i率論』を出版
・マーシャル没する
・ロビンズ『経済学の本質と意義』で
ピグーを批判
・ケインズ『一般理論』を出版
・ノエル・ベイカー『民間兵器製造業』
を出版
参考：本郷亮（2004）
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「第一次世界大戦前後のピグーと彼の周辺状況」に示したように，1912年に
は，後に主著『厚生経済学』に発展する『富と厚生』を，翌13年には『失
業」を出版している（2）。またピグーは，1914年1月に，マンチェスター大
学で「住宅問題の諸側面」と題した講演を行っている。その記録は，前年11
月に同大学において，労働者住宅の供給問題を講じたローントリー氏の講演
録とともに，『住宅についての講義』と題され14年内に出版されている。そ
こでのピグーの主張は，ほぼマーシャルの『経済学原理』における主張と同
様に，労働者の住環境を改善する緊急性を確認し，住宅地での建築規制など
の改善策を提案するものであった。ここには，既にマーシャルの経済学体系
に埋め込まれた萌芽的な環境経済学（象徴的には空気浄化税の提案，建蔽率
規制および市街地のゾーニングの提案などを導く厚生経済理論）が，ピグー
に正しく継承されていることがうかがえる（大森，2003）。
　大陸での戦争の勃発をうけて，イギリスは1914年8月にドイツに対し宣
戦を布告した。行動派の平和主義者ピグーは，同年12月のクリスマス休暇
中，フレンド派（クエーカー）に属する友人P．ノエル＝ベイカーの指揮す
る赤十字救援隊に加わり，戦地での傷疲兵の救護活動（救急車の運転）に従
事する（本郷，2004，p．57）。このとき見聞した塾壕戦や毒ガス兵器や空襲
といった近代戦の悲惨さが，ピグーを駆り立て，1915年2月6日付けの週
刊新聞「ネイション』（3）に，「連合軍の講和条件の提示に関する一提言」を
投稿させることになる。
　ピグーはこの投稿において，まずドイツ人の復讐心をかき立てるような講
和，つまり「軍事力の解体」や「憲法体系の強制的修正」をも伴うような
「懲罰的な講和」を否定する。そして，欧州における「協調的な国家群から
なる共同体（acommonwealth　of　accordant　states）」の将来的な設立を
も視野に入れた，ドイツ民族の生存にとって過酷でない条件で，可能な限り
早期に講和を結ぶことを訴求した（Pigou，1915，　pp．590－591）。なおピグー
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のボランタリーな救護活動は，翌年も大学の休暇期間中は続けられた（本郷
2004，p．57）。
　しかしながら，こうしたピグーの早期講和論は，ドイツの無条件降伏をあ
くまでも求め徹底抗戦を主張する世論と衝突し，保守系の他紙から激しい非
難を受けた。また，こうしたピグー批判は大学内部へも波及した。そして
1916年の兵役法の成立を受け，この年には，大学から当局へ申請されるべ
きピグーの兵役免除の可否が（結局は可とされたが），ピグー徴兵後の経済
学教授ポストをあぐる後任人事との関係で，大きな学内問題となった（ibid．，
P，59）。
　この間ピグーは，1915年にケンブリッジで開かれた「戦争の経済的費用」
および「戦争費用の分配」と題した2回の公開講座を担当し，その一部を
『コンテンポラリー・リビュー』誌に投稿した（Pigou，1916，　p．5）。そして，
この講座全体をまとめて『戦争の経済と財政』と題し，翌16年に出版して
いる。
　他方でこの間，師マーシャルとの関係では弟弟子に当たり，また大学では
同僚でもあるJM．ケインズは，第一次世界大戦勃発直後の1914年8月，11
年以降自らが編集長を務める『エコノミック・ジャーナル』誌に，論文「戦
争と財政システム」を発表している。また彼は，翌15年1月，大蔵省に入
省し，国内金融および国際金融問題を担当する。そして徴兵を免除されて戦
争経済の実務を担い，19年には大蔵省首席代表としてパリの講和会議に出
席する。しかしながら結局は，過酷な（支払い能力をはるかに上回る）対独
賠償要求に反対して，ケインズは代表を辞任する。そして，その直後から自
らの反対論を盛り込んだ『講和の経済的帰結』を執筆し，同年12月に緊急
出版してベストセラーとしているω。
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1－2　第一次世界大戦後
　第一次世界大戦後の1920年，ピグーは，既に12年に出版済みの『富と厚
生』をもとに，浩潮な『厚生経済学』をまとめ上げる。前著書において，既
にピグーは，「私的限界純生産物と社会的限界純生産物の乖離」という経済
的厚生分析に資する理論的な枠組みを提示し，その中に，いわゆる環境問題
の事例群を位置づけている。その際に，諸事例を，既述のように，ある種の
有償なサービスの提供に伴う第三者への「負（正）のサービス」の副次的な
転嫁と見なしている。また上記の乖離を埋め合わせる政策手法として「税
（補助金）」の導入（いわゆるピグー税〔ピグー補助金〕）を提起している。
そして後著書においては，これらの環境経済学的な叙述が，一層のまとまり
と事例群を備えて，経済的な厚生水準に正と負の影響を及ぼす主要な環境要
因の分析として凝固する（大森，2004）。つまりピグーは，前著書の体系化
と精緻化をいっそう推し進めたのである。そのため，後述するように，第一
次世界大戦下での戦争経済をめぐるピグーの思索は，そこにはほとんど盛り
込まれることはなかった（5）。
　翌21年には，16年の『戦争の経済と財政』を体系化し精緻化した『戦争
の政治経済学』が出版される（6）。同著書の構成と概要および考察すべき諸論
点については後述するが，ピグーが第1章の序論において自負する同著書の
特徴は以下であった。つまり，アダム・スミス以来，経済学は「欠陥や浪費」
をともないつつも，「ともかく運用に耐える」かたちで，平時の経済過程を
分析対象としてきた。これに比して，同著書の目的は，戦時の「計画的に組
織せられたある巨大な機構」における「経済の骨格と肉付き……その生理は，
どうであったのか」を解明することにある。そして，この解明によって，
「永久かつ確固たる平和の政治経済学」とは如何なるものかについて，明ら
かにすることが目指された（Pigou，1921，　pp．1－3）。それゆえ『厚生経済学』
　76　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（244）
　　　　　ピグーの『戦争の政治経済学』と後続世代の戦争経済論
と「戦争の政治経済学』は，前者が「経済学（Economics）」であり，いわ
ば本編とされ，後者は「政治経済学（Political　Economy）」であり，二度
と書かれることのない前者の続編として位置づけられていた（ibid．）。この
点については次章で論点としてとり上げ詳述する。
　後にピグーは1939年，21年出版の同著書に改訂を施し，版を改めざるを
えないことになる。新たな世界戦争の勃発によって，改訂版のプロローグで
自ら表明しているように，「希望は千々に砕かれ……戦争の政治経済学が生々
しい関心事」となってしまったからである。改訂版のエピローグの文末は，
ピグーの次のような絶望感の吐露で結ばれている。「私が二度と拝むことの
ない夜明け前の，そのあまりに暗い夜を越えていくには，私は，一人の経済
学者として力を持たず，また一人の人間として気力を失っている」（Pigou，
1939，　p，169）。しかしながら，第二次世界大戦後もピグーは，後述のように，
戦争経済から平時経済への移行をめぐる議論から逃れることはできなかった。
2．『戦争の政治経済学』の構成と概要および諸論点
2－1　構成と概要
　ここでは，次頁の表2にまとめた「ピグーの『戦争の政治経済学（初版）』
の構成と概要」に即して，その内容を紹介しよう。
　既にふれた第1章の序論に続く，第2章の「戦争の暗雲」と第3章の「戦
争の経済的原因」は，共に「予備的な考察」とされている。ピグーは，第2
章では平時経済に埋め込まれた国防費用と戦争への準備としてなされる鍵
（キイ）産業や農工業の振興策について批判的に言及する。第3章では，帝
国主義的な膨張政策への製造業者・貿易商・金融業者による支持つまり政治
的帝国主義（支配のための支配）の諸政策への支援・追従，および兵器製造
業者の利益追求が，戦争の原因であると指摘する。特に，この第3章につい
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表2　ピグーの『戦争の政治経済学（初版）』の構成と概要
章立て
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
第8章
第9章
第10章
第11章
第12章
第13章
第14章
第15章
第16章
第17章
第18章
タイトル
序論
戦争の暗雲
戦争の経済的原?
戦争に利用でき
る資源
戦争の費用と支
出（現物的およ
び金銭的）
私的節約の選択
肢
政府による徴用
租税対公債
任意公債を募る
方法
銀行信用による
財政
物価統制
消費者への配給
企業への優先権
と配給
補助金
通貨と為替への
余波
輸入と海外投資
の管理
国内債務の余波
政府統制の余波
概
?
・スミス以来の「政治経済学」のほかに「戦争の政治経済学」が必要
　になった
・軍備は平時の産業から実質的資源（剰余所得の15％）を引き抜く
・国防策として，鍵産業や農工業の促進に補助金や価格補償や保護関
税が導入される
・支配の欲求と利益への欲求
・製造業者・貿易商・金融業者による膨張政策への支持つまり政治的
帝国主義の後押し
・兵器製造業の利益追求
・国民の精神と肉体の力，国土，鉱物，建築物，土地，交通手段，在
庫商品，　　　　組織が動員可能
・だが余暇切り詰め，個人消費の減退，新投資抑制，資本消耗，地力
減退，　　　人的投資減退を伴う
・一ﾊ国民の実質支出は兵への支給（平時賃金）や遺族への支給
・通商の障碍や私有財産の破壊および機会費用も挙げられる
・軍需に見合う労務は高報酬だが，それ以外は低報酬化する
・軍需品以外は節約対象となるが，必需品の節約は犠牲が大きい
・政府による節約の強制にまでおよび，その方法は宣伝と課税と配給
・政府の一元買入れと軍需充足後の国民配給および生産施設と生産者
の徴用
・一ﾊに戦費調達では税より公債のほうが打撃は少ない・多額の公債は産業と貯蓄を阻害し，将来に悪影響する
・利率以外に発行価格，償還時プレミアム，免税に利点をおき，私人
の投資先を制限する
・新貨幣増は必要だが国民の通貨信用を破壊してはならない
・こうした信用創造は隠蔽された逆進税だが，有形資本を枯渇させる
公債よりましだ
・だが国民の体力知力に体化される無形資本を枯渇させる
・個人の「不当利得」排除を目的とするため超過利得税と最高価格制による
・ハイパーインフレーションを抑制する必要がある
・衣食の割り当ては不便，焦燥，官吏の混乱という不利益をともなう
・品質差があるものは支払額の割り当てとなる
・原材料の各種用途への配分調整は，重要度の低い用途を閉ざすこと
　になる
・次に用途間の優先順位付けが重要となる
・政府介入による高買入価格と低売渡価格は逆ざやをうむ
・戦時の補助金原資は銀行の信用創造による
・銀行信用による財政は物価騰貴を招き対金本位国の為替の低落が生じる
・インフレ収束政策が必要となる
・旧平価あるいは新平価による金本位復帰か，金本位廃棄による安定通貨
制度構築かが問題
・戦時および終戦直後，政府および国民の対外購買力を重要物資購入
のために保持しようとした
・そのため非重要品輸入の制限と海外投資の制限・禁止がなされた
・債務の処理には，債務放棄と通貨膨張による相殺といった採用の難
　しいものがある
・また短期の特別課税からの，あるいは長期の普通税収からの返済がある
・短期特別課税は，資本逃避や生産意欲の萎縮が生じ，不公正も生じる
・統制をある程度継続しないと必需品生産より奢修品生産に傾く
・財政規律は必要ではあるが，独占体の統制の継続も必要である
・国有化部門を継続すべきかは国民の利益を保障する程度次第である
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ては，J．　A．ホブソンの『帝国主義論（1902）』との関連で，重要な論点とし
て後述する。
　続く第4章は「戦争に動員できる資源」と題され，人的資源，物的資源，
組織に体化された資源，についてピグーは検討を加える。そして，それぞれ
について，余暇の切り詰めや消費の減退，資本や土地資本の早期消耗と新規
投資の抑制，さらには組織の基礎となる教育投資の減退を挙げ，これらを戦
争経済の負の側面として指摘する。そして第5章では「戦争の費用と支出」
について，兵士や遺族への金銭的支給（国民負担）および通商の阻害，さら
に私有財産の破壊などの発生を挙げる。続く第6章の「私的節約の選択肢」
と第7章の「政府による徴用」では，戦時における国民の経済活動への負の
影響を取り上げる。前者については，政府による私人への節約の強制方法が，
宣伝と課税と配給によってなされる，と指摘する。また後者については，緊
急時には政府の徴用により重要物資の一元買入れがなされ，それが軍需を充
足した後にはじめて国民へと配給されること，生産施設と生産者の徴発にお
いても，同様に公定価格でなされることを指摘する。
　第8章「租税対公債」で，ピグーは，後者の財政上の優位に言及し，第9
章では「任意公債を募る方法」を検討する。第10章「銀行信用による財政」
においては，戦時における銀行の信用創造の有益性を主張する。これらの戦
争経済の財政的側面の考察を受けて，第11章「物価統制」では，以上の戦
時的な財政運営が引き起こすパイパー・インフレーションを抑制するために，
超過利得税と最高価格制の導入が主張される。また戦時経済における他の流
通統制策として，第12章では消費財についての配給制を，第13章では企業
向け原材料配給における優先順位づけを考察する。さらに第14章では，主
要な必需品については，政府による高値の買い入れと安値の売り渡しの両面
において生じる，いわゆる逆ざやを補助金で負担する際に，その財源は，平
時の一般税収ではなく，戦時には銀行信用に求められると指摘する。
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　第15章「通貨と為替への余波」，第16章「輸入と海外投資の管理」，第17
章「国内債務の余波」，そして第18章の「政府統制の余波」では，総じて戦
争経済体制から平時経済体制への復帰過程における経済調整，つまり同著書
の執筆時にイギリスが経験しつつあった現実の移行過程における諸問題を，
ピグーは扱っている。それらの概要は表2に示した通りであるが，第15，第
16，第17章で扱う問題群は，いわば戦後処理の技術的な側面に関するもの
であり，他方で，最終の第18章で問題となっているのは，戦争経済体制に
おいて図らずも実現した国家による経済過程への全面介入を，戦後どの程度
まで緩和するかについての理念的な側面に関するものである。換言すれば，
ピグーが『厚生経済学』で展望した「修正市場経済体制」とでもいうべき理
念と実際に戦争経済から離脱しつつあるイギリスの戦後経済体制との整合性
が問題となっている。この点もまた，重要な論点の一つとして次節で検討を
加えたい。
　先取りして言えば，ピグーが同著書第2章の「戦争の暗雲」と第3章の
「戦争の経済的原因」で指摘していた，戦争経済の顕在化を引き起こすいわ
ば「下部構造」とでもいうべき領域（政治的帝国主義を支持し追随する産業
界，特に軍事産業）を，戦後，どのように処遇すべきかが問題であった。戦
後，国家はこうした領域を掌握し続けて，平時経済への移行過程において，
当該領域の構造自体の解体を国際協調的な軍縮路線に即して実現しうるのか，
あるいは，この領域の再生産構造を放置し，形式的な介入を維持しながらも，
結局は存続させ拡張させてしまうのか。この点について，ピグーはなんら解
答を準備していない。それゆえに，現実には，ピグー自身の反戦の希望を裏
切って，彼をして絶望の中で『戦争の政治経済学』の改訂版の出版に至らし
めたように，軍事部門の維持・再生産が政府の庇護の下でなされていった。
こうした論点の解明が，われわれにとって，さらなる課題となる。
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2－2　諸論点の検討
　（1）なぜ「政治経済学」なのか
　マーシャルは，1879年の夫人との共著書『産業の経済学（The　Economics
of　Industry）』の冒頭で，「政治経済学（Political　Economy）」という表現
をやめて，斯学を「経済学（Economics）」と称することを宣言している。
そして，その理由は，国民全体を含意した用語である「ポリティカル」を付
して「ポリティカルな利益」という場合，もはや，国民の一部の利益，ある
いは，いくばくかの部分の利益をしか意味しなくなったからだ（階級利害の
対立の顕現），と述べている（Marshall　A．＆M．，1879，　p．2）。また同79年，
W．S．ジェヴォンズは，1871年初版の『経済学の理論（The　Theory　of　Po－
litical　Economy）』を改訂した際に，この第2版の序文において，表題の表
記を除いて，本文中の「政治経済学（Political　Economy）」をすべて「経
済学（Economics）」に置き換えたと述べている。そして，その理由として，
「古い厄介な複語名辞」は解体されるべきで，語尾のiCSが他の伝統的な学
問の名称と一致することをあげている。さらに彼は，マーシャルが既にこの
変更を採用した形跡があるとも述べている（Jevons，1879［1888］，　pp．　viii－
ix）。
　既述のように，ピグーは平時経済を分析対象とするものを「経済学」とし
て，自己の『厚生経済学」を著しており，非常時である第一次世界大戦時の
経済分析を『戦争の政治経済学』と題して出版している。前者には，マーシャ
ルが斯学に新たな名称を冠した用語法上の革新が，踏襲されていると見なし
てよい。こうしたことから，大戦後に著されるピグーのほとんどの平時経済
分析については，「経済学」表記に復したものと推察される。実際に，1923
年の『応用経済論集（Essays　in　Applied　Economics）』や1935年の『定
常状態の経済学（Economics　of　Stationary　State）』は「経済学」と称さ
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れている。
　しかしながら，「政治経済学」から「経済学」への看板の架け替えは，マー
シャルら先行世代の挙げた単純でいささか形式的な理由によるものと，額面
どおり受け取ってよいであろうか。また，ピグーによる平常時の「経済学」
と非常時の「政治経済学」といった二分法の採用が，果たして，妥当だろう
か。古典派経済学の展開過程の終局点において，ほかならぬマーシャルとジェ
ヴォンズ（および大陸の限界主義者）によって，斯学の「純粋度」が圧倒的
に高められたことへの両者の自負が，こうした用語法の変更という事態に含
意されていよう。また，ピグーによる二分法の採用は，平時の「市場経済」
と戦時の「国家管理の経済」の明確な分離の可能性，あるいは「非常時の経
済」から「平常時の経済」の可逆性を前提にしている。しかしながら，果た
して両者は混交し，あるいは一方の極へと収束しないのだろうか。こうした
疑問を明らかにするために，以下では，まず，経済学の「純粋化」をめぐる
議論を検討しよう。すなわち，L．ロビンズが主張した「経済学からの価値
判断や倫理の排除」論とそれに対するケインズの「経済学は本質的に道徳哲
学である」とする反対論を補助線として検討を加えよう。
　ロビンズは，1932年の『経済学の本質と意義』において，「規範科学と実
証科学の区別」に基づく「経済学からの倫理学の排除」（Robbins，1932，　pp，
132－135）を主張した。これに対して，後にケインズは1938年7月4日のロ
イ・ハロッド宛の手紙で，ロビンズ説に反対して，経済学は「本質的に道徳
哲学」であり，「内省と価値判断を含む」と述べ，経済学の「純粋化」を断
固拒絶した（Keynes，1938，　pp．296－297）。こうしたケインズの立場は，既
に1933年の『繁栄への道』の冒頭で，「政治経済学」を「為政者のとるべき
術策を携えた経済学」（Keynes，1933，　p．336）と見なしていたことを想起さ
せる。そしてケインズは，1936年，こうした「政治経済学」の具現化とし
て『雇用・利子および貨幣の一般理論』（以下『一般理論』と略す）を世に
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問う。ケインズの一貫した立場は，1926年の『自由主義の終焉』において
表明された，次のような認識に基づくと思われる。つまり，戦時経済が遂行
された結果，経済過程への国家の全面介入によって社会活動の中央集権化が
生じ，戦後も大規模生産や大規模株式会社における所有と経営の分離が進行
している。したがって，最早，かつてマーシャルが経済騎士道の担い手と見
なした「偉大な産業の指導者（the　great　captain　of　industry）」が主導す
る自由主義的な経済への回帰は，事実上，不可能である，という現状認識で
ある（Keynes，1926，　pp．286－287，　pp．288－291）。
　他方ピグーは，1935年の『実践経済学（Economics　in　Practice）』にお
いて，ロビンズによる上記の「規範科学と実証科学の区別」を素直に受け入
れている（Pigou，1935b，　p．107）。この受容は，ピグーが第一次世界大戦後
も，経済学の「純純化」をもって，ケインズによれば戦後大きく変容してし
まったところの経済過程の把握が，依然として可能であると見なしているこ
とを示唆する。実際に，同じく1935年に著した『定常状態の経済学」では，
まさにこの「純粋化」が極限まで推し進められている。しかしながら，後述
するように，第二次世界大戦後はロビンズもピグーも，ケインズの『一般理
論』を「受け入れる」ことになる。第二次世界大戦中あるいは戦後において，
両者にとって，経済学の「純粋化」のみではなく，それぞれにケインズ流の
「政治経済学」をも模索することが課題となったといえよう。
　②　戦争の経済的原因について
　ピグーは，既述のように，『戦争の政治経済学』の第2章で，平時の経済
機構に埋あ込まれた戦争準備として，増大しつつある軍事費支出と鍵産業へ
の振興策の採用を取り上げ，第3章では戦争の経済的原因を，帝国主義的な
膨張政策に対する産業界の後援と兵器製造業者の利益追求とに求めている。
われわれは，ピグーの叙述はその多くを，ホブソンが1902年に著した「帝
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国主義論』に負っていると考えてよいだろう。当時，帝国主義諸国間の戦争
勃発に危機感を抱き，その経済的原因を明確に把握しようとした，ピグーと
思想的にも近い立場の研究者（経済ジャーナリスト）は，ホブソン以外にい
なかったと思われる。ところが両者の叙述を比較すると，われわれには，ピ
グーの叙述が，その概略的なものとしての位置づけを考慮しても，ホブソン
における戦争原因論の最も根幹的な部分を，等閑視しているように思われる。
ホブソンが「帝国主義の経済的根底」と見なした，19世紀末に先進諸国に
おいて露呈した「過剰な生産力」，つまり資本・商品・労働力・資金の相対
的な過剰について，ピグーはほとんど言及していない。以下に敷術しよう。
　ホブソンは『帝国主義論』の第1編「帝国主義経済学」第6章「帝国主義
の経済的根底」において，富の分配の不平等が引き起こす，一方での一般大
衆（失業者を含む）の過少消費と，他方での地主および独占資本による過剃
蓄積を挙げている（Hobson，1902，　p．81）。そして次のように結論づける。
「帝国主義とは，産業界の偉大な管理者たちが，自国では売却したり使用し
たりできない商品や資本を移転させるための外国市場や外国投資先を捜し求
めることで，彼らの過剰な富が流れ出る水路を拡張するための努力のことで
ある」（ibid．，　p．85）。こうした先進諸国における過少消費と過剰蓄積の並存
といった全般的な傾向の強まりに対して，彼は，次のような処方箋を提示す
る。つまり何らかの「政治経済的な転換」が引き起こされれば，「過剰蓄積
の保有者からその過剰所得を引き上げて，労働者の高賃金へと，あるいは租
税により社会へと流し込めるならば，いずれの方法によっても，それは貯蓄
されずに消費されることで，消費の流れを広げることに役立つだろう。……
そして外国市場や外国投資先をめぐって争奪する必要はなくなるだろう」
（ibid．，　pp．85－86）と。しかしながら，その後も引き続く生産力の一層の発
展によって引き起こされうる，さらなる過少消費と過剰蓄積は，はたして，
こうした所得の再分配と公共投資によって解消可能であろうか。そうだとし
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ても，それが帝国主義戦争の原因を十全に除去しえるのだろうか。
　ホブソンにとって，帝国主義の根底にある過少消費と過剰蓄積に対して各
国が個別に採用すべき経済政策的な処方箋は，同時に，帝国主義とその戦争
への処方箋でもあった。他方，こうした認識に比して，ピグーは戦争の経済
的原因を帝国主義的な膨張政策への産業界の支持と兵器製造業者の利益追求
に求めつつも，ボブソン説を度外視し，単にそれらを「賢明な政策の下で制
御することは不可能ではない」（Pigou，1921，　p．24）と述べるにとどまる。
そして，まず国際協調による貿易上の差別待遇の撤廃を提案する。次に，国
際平和にとって極めて危険な振る舞いをする石油採掘や鉄道敷設に関する利
権屋と金融業者により，国際規模で展開される私的競争を緩和することを課
題として提起する。さらに，こうした開発競争に対して，国際協定による地
域割り当て制度の採用ではなく，国家の後援を一切廃して，あくまで業者に
よる自己責任を原則とする国際協定の締結を提案している。また軍事産業に
ついては，国際協定に基づいた兵器製造部門の国有化を提案する（ibid．，　pp．
24－28）。こうした様々な処方箋は，第二次世界大戦に直面した1939年の改
訂版『戦争の政治経済学』では，すべて削除されている。ピグーはかつて，
こうした処方箋に永久平和への希望を託した。しかし実際は，ほとんどが導
入・実施されることなく，「通商・旅行・交通機関の発展による国際的な友
好関係の増進」という長期的な希望だけが改訂版に残された（ibid．，　p．28）。
　上述のホブソンによる帝国主義の経済的原因の指摘と処方箋の提示は，ケ
インズ自身が認めているように『一般理論』に影響を及ぼし，また第二次世
界大戦後には，ほとんどの先進諸国でより包括的かつより精緻化された形で，
いわゆるケインズ政策として採用された。しかしながら，その後も冷戦とそ
れに規定された局地的な代理戦争が引き起こされ，さらに現在も多様な国際
紛争が継続している。ボブソン＝ケインズ流の処方箋の有効期限は過ぎてし
まったのか，あるいはその有効性そのものが限界づけられていたのか，改め
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てピグーの処方箋と共に再検討されてよい。とりわけ，第二次世界大戦後に
おいて，民間の兵器製造業者が政府・軍部と密接に結びつき，労働界，大学・
研究所などとも関係を強化しつつ形成された，西側のいわゆる軍産複合体
（military－industrial　complex）は，軍事産業の私的性格を残存させたまま
での特殊な「半国有化」あるいは「半社会化」の形態，とも見なせよう。も
はや平時経済への復帰が不可能な程度にまで肥大した特殊な部門としての軍
産複合体は，兵器そのものの強大化と兵器製造の技術的高度化，参入障壁の
高度化，兵器製造業の独占化をますます推し進めることになる。以下では，
こうした第二次世界大戦後の視点から，ピグーの『戦争の政治経済学』にお
ける平時経済への復帰論を検討しよう。
　③　平時経済への復帰論
　「戦争の政治経済学』の第18章「政府統制の余波」において，ピグーは，
戦時経済体制における政府による産業界の統制は，戦後，一体どの程度まで
保持されるべきか，と自問する。その答えとして，まず，政府はもはや公共
的目的で調達する購買力を，租税という財源を超えて無制限には膨張させえ
ないという財政規律を，ピグーは平時経済の要として強調する。次にピグー
は，特定産業における経営上の内部政策に対する国家統制として，戦後すぐ
に国有化された石炭産業の配給制度と鉄道を例示する。そして，これらを戦
前の状態に戻すならば，準独占（寡占）組織による大衆搾取の弊害が生じる
として，消費者保護の観点から，統制の拡張を主張する。しかしながら統制
の程度については，「完全な国有化」から「政府の監督と規制」までの幅を
認めている。
　他方でピグーにとって，戦争の経済的原因の一つである兵器製造業は，国
際的な協調的軍縮を伴う「完全な国有化」を実現するまでは，「政府の監督
と規制」の対象として想定されていたと考えてよい。しかしながら，こうし
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た論点は，既述のように，1939年の同著書の改訂版では，戦間期における
イギリス政府による部門ごとに異なる統制の進展を踏まえて，詳述されるこ
とはなかった。改訂版では，第15章の通貨，第17章の国債そして第18章
の政府統制について，戦後処理から平時経済への復帰にかかわる叙述がすべ
て削除されている。その理由は，ピグーによれば，新たな戦争を前にしては，
「時宜を得ていない」というものであった。だが，われわれは，単なる「時
宜」以上の，ある種の学問的な逡巡をそこに見て取ることができる。その契
機となったのが，一方では1936年のケインズによる『一般理論』の出版で
あり，他方では第一次世界大戦時に共に赤十字救援隊で救護活動を担ったノ
エル＝ベイカーによる1937年の『民間兵器製造業』の出版であったと推察
できる。特に後者の出版に先立って，ピグーはノエル＝ベイカーの原稿を読
み，多くの助言を与えている（Noe1＝Baker，1937，　p．10）。ピグーの重んじ
たマーシャル流の伝統を否定して登場した弟弟子ケインズの唱える新しい経
済学と親友で平和主義者のノエル＝ベイカーによる実証的な兵器産業批判を
前に，もはやピグーには，復帰させるべき「純粋な」平時経済を安易に展望
することは不可能だったと推察できよう。
　このようなピグーにおける「純粋な」平時経済への復帰論の放棄を推しは
かる資料として，われわれは，第二次世界大戦後の1947年，ケンブリッジ
大学経済学部マーシャル財団の招きで開かれたロビンズの講演とその記録
『平和と戦争の経済問題』，および，それに対する翌48年のピグーによる雑
誌『エコノミカ』での書評「中央計画（とロビンズ教授）について」を挙げ
ることができる。ロビンズは講演で，概略，戦時経済で定着した経済の計画
化や財政的な管理強化が戦後においても継続する事態を是認しつつも，国有
化および集産主義への強力な反対論を展開する。ところが，驚くべきことに，
講演の終盤で，彼ははっきりとケンブリッジの伝統を称え，ケインズ主義へ
の「改宗」を表明する。われわれはこの「改宗」を，単なる時勢への擬態と
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も，あるいは現実の支配的状況へのおもねりとも邪推できるが，ある種の
「転向」と考えることもできよう（7）。この点は多くの議論を要する。
　既述のように，ケインズの「政治経済学」の方法は，その根本において道
徳哲学的であり，ロビンズの倫理あるいは価値判断を排除した「純粋」経済
学には接合不可能である。また，経済学において「キャビアを経済財とみな
し，腐肉を負の効用物（disutility）とみなすことを正当化することはでき
ない」（Robbins，1932，　p．98）として，ジェヴォンズの行った効用を正負に
二分する快楽主義的方法を批判するロビンズの言説は，同時にピグーにおけ
る既述の「負のサービス」概念をも批判するものであった。では，人の殺傷
を目的とする兵器を「負の商品（discommodity）」とは見なさず，また兵
器による非戦闘員の殺傷を「負のサービス」とも見なさないことは，果たし
て「価値中立的」であろうか。あるいは，兵器の技術革新がもたらす一般的
経済過程への波及効果を，それのもたらす物的および人的資源の損傷や浪費
と比較秤量し，その残存価値の大きさ故に，グッズ（goods：正の効用物）
の創造と判断することが（Robbins，1932，　p．145を参照），「いかなる価値に
も加担しない」ことであろうか。過去にロビンズの提示した経済学の方法論
は，明らかにケンブリッジの伝統への反逆であった。こうした方法論の上に，
ケインズ主義は定植しえるであろうか。
　ところが書評においてピグーは，貧者への配給制度などの最低限保障政策
に対して，ロビンズになお残存する批判的評価を中心に若干の問題点を指摘
しつつも，ケンブリッジの経済学の伝統，とりわけケインズの経済学へ向け
られた賞賛を額面どおりに受け取り，是認しているようである。ピグーは書
評の文末で，ロビンズの主張を冷淡に扱ったことを詫び，率直な書評でなく，
自分自身の考えを反省する素材として，ロビンズの諸説を「だし」にしてし
まったと述べるが，ロビンズの「改宗」については一切触れていない。そし
てピグー自身が，翌1949年のケンブリッジでの講義をもとに，1950年には，
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『ケインズの一般理論』を著し，留保を伴いながらも，ケインズ理論の到達
点を積極的に評価するに至る。とはいえ，同著書の短い序文において，既
に先進諸国に普及した「易しく学べるケインズ主義（Keynesianism　with－
out　tears）」（Pigou，1950，　p．1）が，既に新しい正統派として祭り上げられ
ていることに対して，ピグーが大いなる危惧を表明している点を，われわれ
は重大視しなければならない。この危惧は，ロビンズに，そしてロビンズ的
方法論を是とするケインジアンたちに向けられていたはずだ。さらに，そこ
には確かに，次章でとりあげるように戦禍への「苦悶なきケインズ主義」が，
軍事ケインズ主義へと転成してゆく暗い予感も含まれていたと考えられる。
だが，ピグーの試みたケインズ理論の「技術的な評価」（ibid．，　p．67），即ち
「純粋化」によっては，ケインズ主義が腐朽する事態を明確に予見すること
はできなかった。後に，こうした事態への経済学からの正式な内部告発が，
1970年代初頭，戦禍への「苦悶」を共有する，ほかならぬ二人のケインジ
アンによって合作され，転成の原因が解明される。彼らは，ケインズ主義を
再び「道徳哲学」化すること，すなわち自らの「価値判断」をケインズ主義
に再導入する課題を担うことになった。
3．『戦争の政治経済学』以降の戦争経済論
3－1ガルブレイスにおける「戦争と経済」　軍産複合体批判
　第二次世界大戦中，ガルブレイスはアメリカ物価統制局で，第一次世界大
戦時のケインズと同様に，戦時経済の一端を担った。当時，彼が直面したの
は，次のような事態だった。つまり，所有と経営を分離しつつある近代化さ
れた大規模な株式会社組織は，条件反射的には，戦時経済が要請する政府介
入に強く反発しつつも，ひとたびそれを受け入れるやいなや，国家による計
画化と容易に同調しえる程度に，自らもまた計画化されつつあった。換言す
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れば，ケインズが第一次大戦時に大蔵官僚として抱いたと思われる実感，す
なわち官僚組織による経済計画が，ともかく経済全体へと波及できたという
実感を，ガルブレイスは物価統制局において持ったはずだ。そしてこの実感
は，その後，アメリカが朝鮮戦争を経てヴェトナム戦争に至る過程で彼にとっ
て確信となる。
　朝鮮戦争下の1952年に著されたガルブレイスの『アメリカの資本主義』
には，しかしながら，戦争と経済に関する叙述はほとんどない。1958年に
出版された『ゆたかな社会』の初版では，第12章の「国防という幻影」に
おいて朝鮮戦争時の経済状況についてわずかに触れられているほか，防衛予
算や軍事支出について数ヶ所の言及があるにとどまっている。1965年の北
爆開始以降，アメリカがますますヴェトナム戦争に傾斜を深めた1967年に，
ガルブレイスは「新しい産業国家』を世に問う。同著書の第29章は「大企
業体制と冷戦（後の版では「計画化体制と軍拡競争」）と題され，そこでは，
この体制が総需要安定のために巨大な公共部門を必要とすること，そして，
この体制における計画化は，軍需品の調達と関連して高度に発展すること，
また，軍事支出を正当化する冷戦イメージが絶えず再生産され，軍拡競争が
維持される必要があること，以上を指摘している。そして，アイゼンハワー
大統領が1961年の離任演説で危惧を表明した軍産複合体の台頭に批判的に
言及している。ガルブレイスはその2年後の1969年に，パンフレット『い
かに軍部を抑えるのか（How　to　Control　the　Military）』を著し，本格的
な軍産複合体批判を展開する。
　この著書においてガルブレイスは軍産複合体を以下のように臆分けしてい
る。まず，陸海空軍および海兵隊から大量の退役軍人が天下る軍需契約業者
は，約半分が軍需専門業者であり，残りは軍需と民需の両方に対応する業者
である。そして，こうした業者においては，労働組合が受注について道徳的
かつ政治的な支持を与えている。また，敵国行動にかかわる情報機関および
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外交関係者は，軍側の需要と業者側の供給を橋渡しする上で多大な機能を果
たしている。さらに，ランド研究所・ハドソン研究所・国防分析研究所など
の科学者や大学の科学者で，兵器や戦略に関連する研究者は，この複合体に
属することになる。最後に，アメリカ議会（両議院の軍事委員会）もこの複
合体の構成要素の一つとなっている，と批判する（Galbraith，1969，　pp．19－
24）。
　さらにガルブレイスは，こうした軍産複合体が権力を持つにいたった要因
として，以下の6点を指摘する。第1点は，国民の生活がますます官僚組織
の支配下におかれる傾向であり，第2点は，第二次世界大戦後の冷戦状況と
冷戦のイメージの普及であるとした。第3点は，秘密保持の観点からソビエ
ト連邦の兵器情報や自国の同様の情報を公私の官僚組織内に留め置いたこと
であり，第4点として，個人に恐怖心を植え付けて，共産主義の脅威をあおっ
た事態（赤狩り）を指摘した。第5点としては，貧困対策や都市環境整備な
どへの公共支出に対する民間側からの要求が十分に強力ではなかったことを，
第6点として官僚制と大きな政府への反対を掲げる保守派から発せられるは
ずの軍産複合体批判が極めて弱く，また進歩派は，4点目として指摘した理
由などから，沈黙を余儀なくされたことを挙げている（ibid．，　pp．32－41）。
こうした状況は，敵国であり，究極の軍産複合体国家として，アメリカ以上
に自国民の厚生水準を圧し下げているソビエト連邦に相似した。特に，軍事
予算とそれと競合する教育・住宅・福祉・環境などの公共事業予算との間の
極端な不均衡は，ガルブレイスの解明するべき次なる課題として，1973年
の『経済学と公共目的』へと引き継がれた。
　以上のようにアメリカのケンブリッジで醸成されたガルブレイスの「戦争
と経済」への批判的な問題意識は（8），イギリスのケンブリッジにおけるロビ
ンソンにも共有されていた。そして，それは次に見るように，70年代初頭
に両者の合作による軍事ケインズ主義批判として展開されることになる。
　（259）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　91
政経論叢　第76巻第3・4号
3－2　ロビンソンにおける「戦争と経済」：
　　「経済理論の第2の危機」をもたらした戦争・環境破壊・貧困
　1930年代初頭を覆った世界的規模の不況に対する，（ケインズの言うとこ
ろの）「古典派経済学」の対応不能を批判し，それを乗り越えたのは，確か
にケインズの政治経済学であった。このケインズ主義の第二次世界大戦後の
普及を，主として「戦争と経済」という観点から公然と批判したのは，ロビ
ンソンであった。彼女は，自らもケンブリッジ大学における「ケインズ・サー
カス」の一員であり，ケインズ主義の形成と普及の一翼を担った。このこと
から，批判は自分自身に向けられたものでもあった。
　ロビンソンは，ケインズ主義が新たな正統派となって，先進諸国の経済政
策を牽引するに至って久しい1971年12月28日，当時ガルブレイスが会長
を勤めるアメリカ経済学会のニューオリンズ大会に出席した。彼女は，ガル
ブレイスの依頼を受けて，「経済理論の第2の危機」と題する講演（初代会
長リチャード・イーリー記念講演）を行った。ロビンソンにとって「経済理
論の第1の危機」とは，世界恐慌に際しての，「古典派経済学」の危機であ
り，「雇用の水準を考慮し得ない理論」の崩壊から生じたものであった。そ
して，この講演がなされた1970年代初頭，経済学者が際会している「経済
理論の第2の危機」とは，「雇用の内実を考慮し得ない理論」から生じてい
る，と彼女は主張する（Robinson，1973，　p．100）。つまり，経済学者は「政
府支出により雇用を維持できることに合意したならば，政府支出は如何なる
ところへなされるべきかを議論するべきなのだ」（ibid．）。ヴェトナム戦争
継続中のアメリカにおいて，こうしたロビンソンの批判は，明らかに同国が
軍事ケインズ主義によって雇用を高水準に維持し，戦時の企業と労働者を鼓
舞している状況に向けられている。また，スタグフレーションの予防策とし
て，政府の公債支出を提唱する経済学者たちにも批判は向けられている。つ
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まり，健全財政の原則を軽んじて軍事力の肥大化を容認するだけでなく，
「財政赤字にはそれほど害はないといって，次から次へと大統領を説得して，
軍産複合体が益することを放置した」（ibid．，　p．101）ケインズ主義者こそが
批判されねばならない。
　しかしながら，ロビンソンの批判の対象は軍事ケインズ主義にとどまらな
い。当時の先進諸国において，「雇用の質」が問われる事態として，次に環
境破壊が姐上にのせられる。環境破壊を伴う雇用現場をケインズ政策は創出
し，維持・拡大し続けてきたのである。彼女は，ピグーが『厚生経済学』に
おいて，環境問題を社会的費用と私的費用が乖離する「例外」とみなした事
態こそが，実は「原則」すなわち「常態」であり，乖離が存在しないという
ピグーが前提した「原則」こそが「例外」であると主張している（ibid．，　pp．
101－102）。そして，社会的費用の算定の可能性に疑問符を付し，それゆえ，
消費者の正しい選択を導く価格体系の不在を指摘する。そして正統派の経済
学が，こうした外部性問題を補正可能な「例外」として理論的に軽視し，
「自由放任と消費者主権」を絶対視し続けることへの危惧を表明する。
　以上の二点に加え，ロビンソンは，経済成長によっても解消されない貧困
問題の残存とその現象形態の変化についても，「雇用の質」という観点から
言及している。経済成長は技術進歩を促すが，それは高度に教育された労働
者に雇用を提供しつつ，教育されない労働者を雇用から排除する。あるいは，
教育されない労働者の劣悪な雇用の場を再生産する。こうして引き起こされ
る絶対的な貧困が，先進諸国における準完全雇用下においても，また途上国
においてこそ再生産されることになる（ibid，，　p，101）。
　以上のように，70年代の初頭において「雇用の質」に着目して，戦争，
環境破壊，貧困を経済学の取り組むべき課題群として統一的に把握すること
の重要性と緊急性を改めて指摘したロビンソンの功績は高く評価されてよい。
しかしながら，その後，これらの課題群は，戦争が環境破壊を伴いつつ貧困
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をさらに加速し，また貧困問題が地域間紛争を惹起し環境問題を誘発すると
いったように，相互に絡み合いながら，より一層，国際的な監視と問題解決
のための協調行動とを必要とするに至っている。確かに，1991年のソビエ
ト体制の崩壊により冷戦構造は解消された。にもかかわらず，地域紛争は解
決されず，さらにはアメリカと中東諸国との紛争の勃発として継続している。
また70年代以降，環境経済学は徐々に確立されたものの，従来型の地域社
会における公害問題は地球規模の環境問題へと拡張され，途上国の環境劣化
と貧困問題は相乗的に深まっている。1980年代にケインズ主義に代位した
新自由主義の経済政策も，これらの問題を総体として把握し，適切な処方箋
を導くことができていない。その意味で，われわれは，いまだにロビンソン
が指摘した「第2の危機」を克服していない。求められているのは，戦争と
環境破壊と貧困を総体として克服するために，「雇用の質」の改善と向上を
担う個人や組織のこうした問題群への多様な取り組みではなかろうか。
おわりに代えて
　ロビンソンによる「雇用の質」を問う立場からの軍事ケインズ主義批判と
主流派経済学に対する環境問題や新たな貧困問題への対応不能の宣告を受け
て，ガルブレイスは1973年に『経済学と公共目的』を著す。特に，それ以
前の著書では十分に取り扱ってこなかった環境問題について，同著書第28
章「環境」において，はっきりと問題解決の方向性を示している。環境問題
への新古典派的な解決法である「外部不経済の内部化」政策については，汚
染企業への適用を一応是認する。しかしながら，消費行為が環境を損なう場
合，航空機の騒音や生態系の撹乱，土地開発への適用は損害額の確定が不可
能であることから，その政策の限界をはっきりと指摘している。また経済成
長を減速させる対応策については，その迂回性ゆえに批判する。結局，経済
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成長の基盤である制度的な枠組みを法律で規定する方法，つまり生産と消費
による環境損害の許容限度を定めて，その範囲内に損害行為をとどめるべく
直接的に規制する方法を是とする。つまり「私企業による生産の指導と計画
化に変わって，公共的立場から生産を指導し計画化していこう」とするもの
である（Galbraith，1973，　pp．287－289）。ガルブレイス自身，こうした対策
が実際にアメリカで進行中であることを同著書で支持している。
　先進諸国は1970年代にガルブレイスの処方箋に即して，環境立法に基づ
く直接規制を制度化して以降，大半の公害問題を20世紀中に克服した。し
かしながら21世紀を迎えて，今度は途上国で公害問題が拡大し，ガルブレ
イスの処方箋に即した環境立法とその遵守が求められている。他方で，先進
諸国では，なお残存する廃棄物処理問題や進行しつつあるとされる気候変動
問題が，地域紛争や中東でのアメリカの戦争と途上国の貧困問題と複雑に絡
み合って，総体的な解決が要請されている。戦争と環境破壊と貧困に関わる
地球規模の問題への現時点における取り組みは，国連のみならず，その一部
が国際的な非政府組織によって担われている。こうした組織は，ガルブレイ
スが『アメリカの資本主義』で提示した概念を用いれば，問題状況への「拮
抗力」の形成と発動を担っているといえよう。また，環境分野に限れば，非
政府組織のみならず消費者個人および消費者団体が環境配慮を内面化して，
いわゆる緑の消費者群として環境汚染を伴う企業活動への「拮抗力」を形成
している点も指摘できる。そして，こうした緑の消費者の台頭に対応するか
のように，計画化体制下の大企業において，ガルブレイスが『新しい産業国
家』で着目した成長重視の経営者層，即ちテクノストラクチャーに対抗しつ
つ，エコ・テクノストラクチャーが台頭しつつある。彼らは環境保全志向の
企業経営の担い手として，さらには環境負荷の低減を目指す技術革新を牽引
する企業内の「拮抗力」として，成長優先主義的なテクノストラクチャーの
支配下で，その存在をあらわにしつつあるように思われる。こうした「経済
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と環境」の長期的な調整を志向する新しい社会・経済の担い手によって，戦
争と貧困の問題についても，環境問題との相互関係を無視し得ないことから，
より包括的な解決が模索されるものと期待できよう。ピグーの『厚生経済学』
と『戦争の政治経済学』の現代における末商たちにとって，このような仮説
の実証が課題として残されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　筆者は既に，環境経済学の形成史上におけるピグーの位置づけについて，検
　　討を加えている（大森，2004）。その際に『戦争の政治経済学』と『厚生経済
　　学』との一般的な関係について，一応の関心を抱いたが，「厚生経済学』に包
　　摂された端緒的な環境経済学と戦争経済の関係については，度外視していた。
　　むしろ気になったのは，第一次世界大戦後にそれまで快活な登山家であったピ
　　グーが「隠遁者的態度」をとるにいたったという幾つかの経済学辞典などにお
　　ける記述であった。近年の本郷亮氏による一連のピグー研究の成果によって，
　　平和主義者ピグーが戦時にこうむった学内外での理不尽な扱いが明らかにされ
　　た。そのため筆者にとっては，むしろ，ピグーが経済学者として，『戦争の政
　　治経済学』以降，「戦争と経済」の問題とどのように取り組んだかに関心が移
　　行することとなった。
（2）　この『失業（1913）』におけるピグーの賃金の伸縮性の扱いに対して，早く
　　も∫．M．ケインズがW．　H．ベヴァリッジに私信で疑義を表明していること，そ
　　して1936年のケインズの『雇用・利子および貨幣の一般理論』における，ピ
　　グー著の『失業の理論（1933）』への全面批判にそれが先立っていることにつ
　　いての小峰（2007，p．157－158）の指摘は，注目に値する。しかし小峰が，こ
　　うした理論上の問題点とマーシャル由来の実践志向との齪齪などを理由に，ピ
　　グーを暗黙裡に成功者ケインズに対する負け犬（an　underdog）と見なして
　　いる点，具体的にはマーシャルの伝記を著したグローエネヴェーゲン（P．
　　Groenewegen）がマーシャルを「舞い上がる鷲（soaring　eagle）」と呼んだ
　　ことを考慮して，ピグーを「傷ついた鷲（wounded　eagle）」と呼んでいる点，
　　この点については若干の疑問を抱く。本稿の執筆において筆者が抱くピグー像
　　は，自己の反戦思想と行動をめぐる学内外の軋礫をかわす擬態として「隠遁者」
　　であったり，心臓病のため趣味の登山をあきらめた「欝屈男」であったりする。
　　さらに，戦間期を主として戦争経済の運営者として「多動症的」に喜々として
　　過ごしたケインズに対して，あくまでも戦争と戦争経済に批判的なケンブリッ
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　　ジの反戦主義の経済学教授にとどまる「引きこもり」のピグー像である。あえ
　　て，比喩的に言えば，戦間期を，ケンブリッジのキングスカレッジの尖塔に陣
　　取って「決して舞い上がらない鷲（never　soaring　eagle）として，耐えて
　　（patient）すごした，頑固で偏屈なピグーがイメージされている。
（3）　この新聞は1906年に自由党支持を方針に創刊されたが，大戦中に労働党支
　　持に転換した。1930年には「ニューステイツマン』紙と合併後，「ニューステ
　　イツマン＆ネイション』紙となり，その後10年間存続した。
（4）その後，ケインズは民間の金融会社の経営に関与し，1923年にはピグーが
　　かつて早期講和論を投稿した『ネイション』紙の会長に就任する。26年の
　　「自由放任の終焉』の出版や30年の経済諮問会議委員就任と「貨幣論』の出版
　　を経て，36年の『一般理論』の出版にいたる。第二次世界大戦勃発後の1940
　　年，ケインズは大蔵大臣諮問会議に加わり，戦時の対外金融問題と取り組み，
　　43年にはブレトンウッズ会議に出席するにいたっている。この間もピグーは，
　　戦争経済の実務に携わることなく，あくまでもケンブリッジ大学経済学部教授
　　として，第二次世界大戦後も，1953年の引退までキングスカレッジにとどまっ
　　た。
（5）『厚生経済学』と「戦争の政治経済学』に類似する叙述としては以下がある。
　　既にピグーは，「富と厚生』において長期借地契約の終盤に収奪的農法が採用
　　されることを指摘しており（Pigou，1912，　pp．150－151），この指摘は『厚生経
　　済学』でも繰り返されている（Pigou，1920，　p．175）。他方，「戦争の政治経済
　　学』においては，第3章の戦時における既存資本の浪費的利用についての叙述
　　において，戦時に機械装置の修理を怠って使用し続けることと同様な事例とし
　　て，土地の養分を枯渇させる作物の導入にもかかわらずその弊害除去のための
　　適切な施肥がなされない事態が指摘されている（Pigou，1921，　p．39）。
（6）興味深いことにピグーの『戦争の政治経済学』は，わが国では1935年に
　　『戦争経済学』として，1941年には『戦争の経済学』として二度にわたって訳
　　出，出版され，1942年には，おそらく大学での英語授業のテキストとして，
　　主要部分を抜粋した改訂版の対訳本『戦争経済学』として出版される。なお，
　　一度目の翻訳書は初版本に基づき，二度目の翻訳書は39年の改訂版に基づい
　　ている。また後者は，時局を考慮して，「誤解をこうむる虞あるやと思われる
　　箇所を二三削除」している。さらに，対訳本も，「訳者序」において，ピグー
　　の民主主義的叙述には「日本の国情に照らして，間々大きな食い違いが発見さ
　　れる」ので，この対訳本には「それらの部分は包含されていない」としている。
（7）平井俊顕によれば，ロビンズは1940年代にイギリス政府の経済部（1939年
　　設立のフルタイム雇用の経済学者からなる経済諮問機関であり，ロビンズは
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　　41－45年まで部長を務めた）で雇用政策や福祉国家システムの構築に携わり，
　　ケインズやベヴァリッジをサポートする立場にあった（平井，2003，p．736，
　　2007，p．　55）。こうしたケインズと共に戦時経済の運営の任に当たった経験が，
　　ケインジアンへの「転向」を促したとも考えられる。なお転向に括弧が付され
　　ている理由は，ロビンズ最晩年の，アメリカ経済学会での報告（リチャード・
　　イーリー記念講演）において，彼が，厚生経済学を排除しつつ，純粋な経済学
　　と独自の（ケインズ経済学とは全く異質の）政治経済学の共存を構想している
　　ことによる　（Robbins，1981，　pp．1－10）。
（8）「戦争と経済」についてのガルブレイスの言説の検討において，いささかケ
　　ンブリッジ学派，特にケインズやロビンソンからの影響を強調しすぎているよ
　　うである。おそらくケインジアンであると共に制度学派を自認する彼にとって，
　　ヴェブレンの『平和の本質とその永久化の条件（1917）』からの影響について
　　検討すべきであった。今後の課題としたい。
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